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令和３年度答申第５７号 

令和３年１２月２３日 

 

諮問番号 令和３年度諮問第４８号（令和３年１０月２２日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 平均賃金決定処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人（亡Ｘ１審査請求承継人）Ｘ２からの審査請求に関する上記審査庁の

諮問に対し、次のとおり答申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、Ａ労働局長（以下「処分庁」という。）が、労働者災害補償保険法

（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」という。）１２条の８第１項２

号に規定する休業補償給付の支給請求をした承継前審査請求人Ｘ１（以下「承継

前審査請求人」という。）に対し、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）１２

条８項の規定に基づき、その平均賃金を決定する処分（以下「本件決定処分」と

いう。）をしたところ、承継前審査請求人がこれを不服として審査請求をした事

案である。 

なお、本件審査請求の後に承継前審査請求人が死亡したことから、その相続人

であるＸ２が審査請求人の地位を承継した。 

１ 関係する法令等の定め 

⑴ 保険給付 

労災保険法７条１項は、この法律による保険給付は、同項各号に掲げる保

険給付とすると規定し、同項１号には、労働者の業務上の負傷、疾病、傷害



 

2 

 

又は死亡（以下「業務災害」という。）に関する保険給付が掲げられている。

そして、労災保険法１２条の８第１項は、業務災害に関する保険給付は、同

項各号に掲げる保険給付とすると規定し、同項１号には療養補償給付が、同

項２号には休業補償給付が掲げられている。 

⑵ 給付基礎日額と算定事由発生日 

  労災保険法８条１項（令和２年法律第１４号による改正（同年９月１日施

行）前のもの。以下同じ。）は、保険給付の額の算定の基礎として用いる給

付基礎日額は労働基準法１２条の平均賃金に相当する額とし、この場合にお

いて、同条１項の平均賃金を算定すべき事由の発生した日（以下「算定事由

発生日」という。）は、診断によって労災保険法７条１項１号に規定する疾

病の発生が確定した日とすると規定している。 

⑶ 平均賃金 

 ア 労働基準法１２条１項は、この法律で平均賃金とは、これを算定すべき

事由の発生した日（算定事由発生日）以前３か月間にその労働者に対し支

払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除した金額をいうと規定し、

同項から同条６項までに平均賃金の算定方法が規定されている。そして、

労働基準法１２条８項は、同条１項から６項までの規定によって算定し得

ない場合の平均賃金は、厚生労働大臣の定めるところによると規定してい

る。 

 イ 上記アを受けて制定された「労働基準法第１２条第１項乃至第６項の規

定によつて算定し得ない場合の平均賃金」（昭和２４年労働省告示第５号。

以下「本件告示」という。）は、都道府県労働局長が労働基準法１２条１

項から６項までの規定によって算定し得ないと認めた場合の平均賃金は、

厚生労働省労働基準局長の定めるところによると規定している（２条）。 

 ウ 上記イを受けて発出された「業務上疾病にかかった労働者に係る平均賃

金の算定について」（昭和５０年９月２３日付け基発第５５６号労働省労

働基準局長通達（昭和５３年２月２日付け基発第５７号による改正後のも

の。以下「第５５６号通達」という。））は、労働者が業務上疾病の診断

確定日に既にその疾病の発生のおそれのある作業に従事した事業場を離職

している場合における当該労働者の平均賃金については、当該労働者がそ

の疾病の発生のおそれのある作業に従事した最後の事業場（以下「最終事

業場」という。）を離職した日以前３か月間に支払われた賃金により算定

した金額を基礎とし、算定事由発生日（診断によって疾病発生が確定した
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日をいう。以下同じ。）までの賃金水準の上昇を考慮して、算定すると定

めている（記１）。 

   そして、最終事業場を離職した日以前３か月間に支払われた賃金が不明

な場合については、「業務上疾病にかかった労働者の離職時の賃金額が不

明な場合の平均賃金の算定について」（昭和５１年２月１４日付け基発第

１９３号労働省労働基準局長通達（昭和５３年２月２日付け基発第５７号

による改正後のもの。以下「第１９３号通達」という。））が、算定事由

発生日を起算日とし、次の(ｱ)から(ｵ)までの方法により推算した金額を基

礎として、平均賃金を算定する（なお、(ｱ)から(ｵ)までの方法は、適当な

ものまで順次繰り下げて適用し、(ｳ)から(ｵ)までの方法により推算した金

額を基礎として平均賃金を算定する場合には、これらの方法により推算し

た金額を３０．４で除して算定する。）と定めている。 

(ｱ) 算定事由発生日に最終事業場で業務に従事した同種労働者の一人平均

の賃金額より推算する方法（以下「(ｱ)の方法」という。） 

(ｲ) 算定事由発生日に最終事業場所在の地域又はその地域と生活水準若し

くは物価事情を同じくすると認められる他の地域における同種同規模の

事業場（事業場が多数ある場合には、適宣選定し、五つ以下の事業場に

限定することができる。）において業務に従事した同種労働者の一人平

均の賃金額により推算する方法（以下「(ｲ)の方法」という。） 

(ｳ) 当該労働者の職種が屋外労働者職種別賃金調査（以下「屋外職賃調査」

という。）の建設業、港湾運送関係事業又は陸上運送関係事業における

調査対象職種に該当する場合には、建設業にあっては最新の屋外職賃調

査（全国計）における「職種、企業規模及び年齢階級別きまって支給す

る現金給与額」（一人１日平均現金給与額に一人１月平均実労働日数を

乗じて算出する。）に最終事業場所在の都道府県別の賃金格差を考慮し

て得た金額を、港湾運送関係事業及び陸上運送関係事業にあっては最新

の屋外職賃調査（全国計）における「職種及び企業規模別きまって支給

する現金給与額」（一人１日平均現金給与額に一人１月平均実労働日数

を乗じて算出する。）に最終事業場所在の都道府県別（港湾運送関係事

業においては、港湾別）及び年齢階級別の賃金格差を考慮して得た金額

を基礎とし、これに毎月勤労統計調査（以下「毎勤調査」という。）に

おける当該屋外職賃調査の調査対象年月が属する四半期と算定事由発生

日が属する月の前々月間の賃金水準の変動を考慮して推算する方法（以
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下「(ｳ)の方法」という。） 

(ｴ) 当該労働者の職種が賃金構造基本統計調査（以下「賃金構造調査」と

いう。）の調査対象職種に該当する場合には、最新の賃金構造調査（全

国計）における「職種、企業規模及び年齢階級別きまって支給する現金

給与額」（以下「決まって支給する現金給与額」という。）に最終事業

場所在の都道府県別賃金格差を考慮して得た金額を基礎とし、これに毎

勤調査における当該賃金構造調査の調査対象年月が属する四半期と算定

事由発生日が属する月の前々月間の賃金水準の変動を考慮して推算する

方法（以下「(ｴ)の方法」という。） 

(ｵ) 最新の賃金構造調査（全国計）における決まって支給する現金給与額

に最終事業場所在の都道府県別賃金格差を考慮して得た金額を基礎とし、

これに毎勤調査における当該賃金構造調査の調査対象年月が属する四半

期と算定事由発生日が属する月の前々月間の賃金水準の変動を考慮して

推算する方法（以下「(ｵ)の方法」という。） 

⑷ 事務の所轄 

   ア 労働者災害補償保険法施行規則（昭和３０年労働省令第２２号。以下

「労災保険法施行規則」という。）１条２項（令和２年厚生労働省令第

１４１号による改正（同年９月１日施行）前のもの）は、労働者災害補

償保険に関する事務は、厚生労働省労働基準局長の指揮監督を受けて、

事業場の所在地を管轄する都道府県労働局長が行うと規定している。 

イ 労災保険法施行規則１条３項（令和２年厚生労働省令第１４１号によ

る改正（同年９月１日施行）前のもの）は、上記アの事務のうち、保険

給付に関する事務は、都道府県労働局長の指揮監督を受けて、事業場の

所在地を管轄する労働基準監督署長が行うと規定している。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

⑴ 承継前審査請求人は、昭和３９年１月頃、Ｂ地所在の会社（工場）におい

て構内下請業者として産業用機械の鉄製部品の加工を行っていた個人事業主

（屋号を「Ｃ」又は「Ｃ′」と称し、労働者を１０人くらい雇用して、鍛冶

屋の仕事をしていた個人事業主。以下「Ｃ」という。）に雇用された。昭和

３９年４月上旬、当時１５歳であった承継前審査請求人は、労働災害により

肝臓を損傷し、病院での手術の際に輸血を受けた。その後、承継前審査請求

人は、Ｃを退職した（なお、上記会社（工場）は現存しておらず、Ｃも廃業
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している。）。 

承継前審査請求人は、平成４年頃、Ｂ型肝炎のキャリアであると診断され

た後、平成２６年４月に「Ｂ型慢性肝炎の肝炎治療適応あり」と診断され、

同年５月３０日に受診した医療機関において「多発肝細胞がん、Ｂ型肝硬変」

と診断された。 

（保険給付実地調査復命書、承継前審査請求人からの聴取書、医療機関の 

「意見書の提出について」と題する書面、療養補償給付たる療養の給付請求

書） 

⑵ 承継前審査請求人は、平成２６年１２月１６日、Ｄ労働基準監督署長（以

下「本件労基署長」という。）に対し、労災保険法１２条の８第１項１号に

規定する療養補償給付の支給請求をしたところ、本件労基署長は、承継前審

査請求人に発症した肝がん（多発肝細胞がん。以下「本件疾病」という。）

は業務上の負傷に起因する疾病に該当する（なお、傷病年月日は、上記⑴の

医療機関を受診した平成２６年５月３０日とする。）として、平成２７年１

１月３０日付けで、承継前審査請求人に対し、療養補償給付の支給決定をし

た。 

（療養補償給付たる療養の給付請求書、保険給付実地調査復命書、労働基準

行政システムの「休業（請求・追回）詳細画面」及び「診療費受付給付一

覧画面」の登録情報） 

⑶ 承継前審査請求人は、平成３０年３月３０日、本件労基署長に対し、労災

保険法１２条の８第１項２号に規定する休業補償給付の支給請求をしたとこ

ろ、本件労基署長は、承継前審査請求人の離職時の賃金額が不明であるため、

休業補償給付の支給決定をすることができないとして、同年７月３１日付け

で、処分庁に対し、承継前審査請求人の平均賃金の決定を依頼した。 

（休業補償給付支給請求書、「平均賃金決定の依頼について」と題する書面） 

⑷ 処分庁は、平成３０年８月７日付けで、承継前審査請求人に対し、労働基

準法１２条８項の規定に基づき、承継前審査請求人の平均賃金を６，１３０

円と決定する処分（本件決定処分）をし、これを受けて、本件労基署長は、

同月２０日付けで、承継前審査請求人に対し、休業補償給付の支給決定をし

た。 

（平均賃金決定通知書、労働基準行政システムの「休業（請求・追回）詳細

画面」の登録情報） 

⑸ 承継前審査請求人は、平成３０年８月２１日、処分庁を経由して、審査庁
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に対し、本件決定処分を不服として本件審査請求をした。 

  （審査請求書） 

⑹ 審査庁は、令和３年１０月２２日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却

すべきであるとして本件諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

⑺ 承継前審査請求人が令和３年３月９日に死亡したことから、その相続人で

あるＸ２が、同年１１月３０日付けで、審査庁に対し、本件審査請求におけ

る審査請求人の地位を承継したことを届け出た。 

（審査請求人地位承継届出書、承継前審査請求人に係る死亡届及び死亡診断

書、戸籍全部事項証明書） 

３ 審査請求人の主張 

処分庁の決定した平均賃金の額は不当に低すぎ、この金額を基に休業補償給

付を受けても、給付額が不当に低く、生活に困窮するから、本件決定処分の取

消しを求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 本件疾病は、承継前審査請求人がＣを退職した後に発症したものであるから、

本件は、労働者が離職後に業務上疾病にかかった場合に当たり、労働基準法１

２条１項から６項までの規定によって平均賃金を算定することができない事案

である。したがって、本件では、労働基準法１２条８項及び本件告示２条の規

定に基づき、厚生労働省労働基準局長が平均賃金を定めることとなる。 

２ 労働者が業務上疾病の診断確定日に既にその疾病の発生のおそれのある作業

に従事した最後の事業場（最終事業場）を離職している場合における当該労働

者の平均賃金は、離職した日以前３か月間の賃金額が明らかであるときは第５

５６号通達により、当該賃金額が明らかでないときは第１９３号通達により算

定することとされている。 

３ 本件でも、承継前審査請求人がＣを離職した日以前３か月間の賃金額が明ら

かであれば、第５５６号通達により平均賃金を算定すべきことになる。承継前

審査請求人は、Ｅ労働基準監督署（以下「本件労基署」という。）の担当官に

よる聴取において、「給与は日給６００円だったと思います。」と述べている

が、これを証明する客観的な資料や証言はなく、Ｃが既に廃業しているため、

承継前審査請求人の離職時の賃金額を確認することができない。したがって、

承継前審査請求人がＣを離職した日以前３か月間の賃金額は、明らかでないと

いわざるを得ない。 
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４ そこで、処分庁は、以下のとおり、第１９３号通達により承継前審査請求

人の平均賃金を算定した。 

 ⑴ 第１９３号通達によると、平均賃金は、算定事由発生日を起算日とし、

(ｱ)の方法から(ｵ)の方法までにより推算した金額を基礎として算定するこ

ととされている。そして、(ｱ)の方法から(ｵ)の方法までは、適当なものま

で順次繰り下げて適用することとされ、(ｳ)の方法から(ｵ)の方法までによ

り推算した金額を基礎として平均賃金を算定する場合には、これらの方法

により推算した金額を３０．４で除して平均賃金を算出することとされて

いる。 

本件では、(ｱ)の方法は、Ｃが廃業しているため、用いることができず、

(ｲ)の方法は、本件労基署の調査により同種労働者を確認することができな

かったため、用いることができなかった。また、(ｳ)の方法は、屋外職賃調

査が平成１７年度に廃止されているため、算定事由発生日が平成２６年５月

３０日である承継前審査請求人の場合には用いることができなかった。さら

に、(ｴ)の方法は、承継前審査請求人が入社直後で、その職種が明確でなく、

賃金構造調査の調査対象職種のいずれに該当するかの判断ができないため、

用いることができなかった。 

したがって、処分庁が(ｵ)の方法を用いて承継前審査請求人の平均賃金を

推算したことは、第１９３号通達を適切に適用した結果であるといえる。 

⑵ (ｵ)の方法を用いる場合には、賃金構造調査（全国計）における決まって

支給する現金給与額に当該事業場所在の都道府県別賃金格差を考慮して得

た金額を基礎とし、これに毎勤調査における当該賃金構造調査の調査対象

年月が属する四半期と算定事由発生日が属する月の前々月間の賃金水準の

変動を考慮して推算した金額を３０．４で除して、平均賃金を算定するこ

ととされている。 

  本件では、算定事由発生日（平成２６年５月３０日）における最新デー

タであった平成２５年賃金構造調査によると、生産労働者の決まって支給

する現金給与額（全国平均）は、１９万０，３００円であった。そこで、

処分庁は、上記金額について、Ｃが所在したＦ県の都道府県別賃金格差及

び毎勤調査における当該賃金構造調査の調査対象年月が属する四半期（平

成２５年４月～６月）から算定事由発生日が属する月の前々月（平成２６

年３月）までの賃金水準の変動率を乗じて、承継前審査請求人の平均賃金

を算定した。 
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５ 審査請求人は、処分庁の決定した平均賃金の額は不当に低すぎ、この金額を

基に休業補償給付を受けても、給付額が不当に低く、生活に困窮すると主張す

るが、この主張を認めるに足りる根拠はない。 

６ 以上のとおり、本件決定処分は適法かつ妥当であり、本件審査請求は理由が

ないから棄却すべきである。 

なお、審理員意見書も、以上と同旨の理由を述べた上で、本件審査請求は理 

由がないから棄却すべきであるとしている。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

⑴ 一件記録によると、本件審査請求から本件諮問に至るまでの各手続に要し

た期間は、次のとおりである。 

本件審査請求の受付（審査庁）：平成３０年８月３１日 

審理員の指名        ：令和２年６月５日 

（本件審査請求の受付から約１年９か月） 

反論書の提出期限      ：同年８月１４日 

審理員意見書の提出     ：同年１２月１６日 

（反論書の提出期限から約４か月） 

本件諮問          ：令和３年１０月２２日 

（審理員意見書の提出から約１０か月、本

件審査請求の受付から約３年２か月） 

⑵ そうすると、本件では、審査庁において、①本件審査請求の受付から審理

員の指名までに約１年９か月、②反論書が提出されずにその提出期限を徒過

してから審理員意見書が提出されるまでに約４か月、③審理員意見書の提出

から本件諮問までに約１０か月を要した結果、本件審査請求の受付から本件

諮問までに約３年２か月もの長期間を要している。しかし、上記①から③ま

での各手続に上記の期間を要したことについて、特段の理由があったとは認

められないから、本件審査請求の受付から本件諮問までに上記のような長期

間を要したことは、簡易迅速な手続の下で国民の権利利益の救済を図ること

を目的としている行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の目的（１条

１項参照）にもとるものといわざるを得ない。審査庁においては、審査請求

事件の進行管理の仕方を早急に改善されたい。 

⑶ なお、上記⑴のとおり、当審査会は、令和３年１０月２２日に本件諮問を

受け付けたが、その後に、審査庁から、承継前審査請求人が同年３月９日に
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死亡していることが判明したとの連絡があり、承継前審査請求人の相続人で

あるＸ２から審査庁に対し同年１１月３０日付けで本件審査請求における審

査請求人の地位を承継した旨の届出がされ、審査庁から当審査会に対し上記

の承継があった旨の同年１２月８日付けの通知があるまでの間、当審査会は、

本件諮問について調査審議の手続を進めることができなかった。また、本件

では、上記⑴のとおり、反論書が提出されずにその提出期限（令和２年８月

１４日）を徒過してから審理員意見書が提出されるまでに約４か月、審理員

意見書の提出から本件諮問までに約１０か月もの期間を要しており、この間

に承継前審査請求人が死亡している。審査庁においては、審査請求事件の迅

速処理に真摯に取り組む必要がある。 

  ⑷ 上記⑵及び⑶で指摘した点以外では、本件諮問に至るまでの一連の手続に

特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件決定処分の違法性又は不当性について 

⑴ 本件では、処分庁の決定した承継前審査請求人の平均賃金の額が適正であ

るかが問題となっている。 

⑵ 労災保険法８条１項によれば、保険給付の額の算定の基礎として用いる給

付基礎日額は、労働基準法１２条の平均賃金に相当する額とされ、平均賃金

を算定すべき事由の発生した日（算定事由発生日）は、診断によって労災保

険法７条１項１号に規定する疾病の発生が確定した日とするとされている。

本件疾病についての傷病年月日は、平成２６年５月３０日とされている（上

記第１の２の⑵）から、本件の算定事由発生日は、同日ということになる。 

  そうすると、承継前審査請求人の平均賃金は、平成２６年５月３０日以前

３か月間に承継前審査請求人に対し支払われた賃金の総額を、その期間の総

日数で除して算定することになる（上記第１の１の⑶のア）が、承継前審査

請求人の雇用主（Ｃ）が構内下請事業者として産業用機械の鉄製部品の加工

を行っていた会社（工場）は現存しておらず、Ｃも廃業している（上記第１

の２の⑴）ため、承継前審査請求人の平均賃金を労働基準法１２条１項から

６項までの規定によって算定することはできない。 

  したがって、承継前審査請求人の平均賃金は、労働基準法１２条８項及び

本件告示２条の規定によって算定することになる（上記第１の１の⑶のア及

びイ）。 

⑶ 労働基準法１２条８項及び本件告示２条の規定を受けて、厚生労働省労働

基準局長は、労働者が業務上疾病の診断確定日に既にその疾病の発生のお
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それのある作業に従事した最後の事業場（最終事業場）を離職している場

合における当該労働者の平均賃金の算定について、第５５６号通達及び第

１９３号通達を発出している（上記第１の１の⑶のウ）。これらの通達に

よると、当該労働者が最終事業場を離職した日以前３か月間の賃金額が明

らかであるときは第５５６号通達により、当該賃金額が明らかでないとき

は第１９３号通達により当該労働者の平均賃金を算定することになる。 

  承継前審査請求人は、本件労基署の担当官からの聴取に対し、当時の「給

与は日給６００円であったと思います。」と述べている（聴取書）が、これ

を確認することができる資料はないから、承継前審査請求人の平均賃金は、

第１９３号通達により算定することになる。 

したがって、処分庁が第１９３号通達により承継前審査請求人の平均賃金

を算定したことに違法又は不当な点は認められない。 

⑷ 以下、第１９３号通達により承継前審査請求人の平均賃金を算定する。 

ア 第１９３号通達は、平均賃金の算定方法として(ｱ)の方法から(ｵ)の方法

までを掲げ、これらの方法の適用を順次繰り下げて検討し、当該事案に適

当と考えられる方法を適用すると定めている（上記第１の１の⑶のウ）か

ら、まず、本件において適用すべき方法について検討すると、(ｱ)の方法

は、算定事由発生日（本件では、平成２６年５月３０日）に最終事業場で

業務に従事した同種労働者がいる場合に、当該同種労働者の平均賃金額を

用いて平均賃金を推算する方法であるが、上記⑵のとおり、承継前審査請

求人の雇用主（Ｃ）が構内下請事業者として産業用機械の鉄製部品の加工

を行っていた会社（工場）は現存しておらず、Ｃも廃業しているから、本

件では、(ｱ)の方法を適用することはできない。 

次に、(ｲ)の方法は、算定事由発生日（本件では、平成２６年５月３０

日）に最終事業場所在の地域等における同種同規模の事業場において業務

に従事した同種労働者がいる場合に、当該同種労働者の平均賃金額を用い

て平均賃金を推算する方法であるが、本件労基署が五つの事業所に対して

行った所定の調査において同種労働者を確認することができなかった（平

均賃金算定用情報票及びその添付資料、平成１８年２月７日付けＧ労働局

Ｈ課長事務連絡「離職後診断によって疾病の発生が確定した場合の平均賃

金決定に係る調査要領等について」の記２）から、本件では、(ｲ)の方法

も適用することができない。 

また、(ｳ)の方法は、労働者の職種が屋外職賃調査の調査対象職種に該
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当する場合に、最新の屋外職賃調査の結果等を用いて平均賃金を推算する

方法であるが、屋外職賃調査は、平成１６年度をもって終了している（労

働調査会出版局編『平均賃金の解説』（新訂版第２刷、令和２年７月発行）

１３６頁の備考（＊）参照）から、算定事由発生日が平成２６年５月３０

日である本件では、(ｳ)の方法も適用することができない。 

さらに、(ｴ)の方法は、労働者の職種が賃金構造調査の調査対象職種に

該当する場合に、最新の賃金構造調査の結果等を用いて平均賃金を推算す

る方法であるが、承継前審査請求人は、Ｃに雇用された直後に業務上負傷

してＣを退職しており（上記第１の２の⑴）、その職種が明らかでないか

ら、本件では、(ｴ)の方法も適用することができない。 

したがって、本件においては、(ｵ)の方法を適用することになる。 

イ  そこで、(ｵ)の方法の適用について検討すると、(ｵ)の方法は、最新の賃

金構造調査（全国計）における決まって支給する現金給与額に都道府県別

賃金格差を考慮して得た金額を基礎とし、これに当該賃金構造調査の調査

対象年月が属する四半期と算定事由発生日が属する月の前々月間の賃金水

準の変動を考慮して平均賃金を推算する方法であり、この場合には、推算

した金額を「３０．４」で除して平均賃金を算定することとされているか

ら、平均賃金の額は、次の算式で算定されることになる。 

平均賃金の額＝Ａ×Ｂ×Ｃ÷Ｄ 

Ａ：最新の賃金構造調査（全国計）における決まって支給する現金給与

額 

Ｂ：都道府県別賃金格差率 

 （「都道府県別賃金格差」を考慮するためには、Ａの金額を最終事

業場所在の都道府県のものに引き直す必要があることから、「最終

事業場所在の都道府県の決まって支給する現金支給額」（以下「都

道府県別データ」という。）を「全国の決まって支給する現金給与

額」（以下「全国データ」という。）で除して都道府県別賃金格差

率（Ｂ）を計算し、これをＡに乗ずることになる。） 

Ｃ：賃金変動率 

 （「賃金水準の変動」を考慮するためには、Ａの金額を算定事由発

生日のものに引き直す必要があることから、「算定事由発生日が属

する月の前々月の定期給与月額」を「最新の賃金構造調査の調査対

象年月が属する四半期の１か月平均定期給付月額」で除して賃金変
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動率（Ｃ）を計算し、これをＡに乗ずることになる（昭和５１年２

月１４日付け労働省労働基準局賃金福祉部企画課長事務連絡「業務

上疾病にかかった労働者に係る平均賃金の算定に関する留意事項に

ついて」（昭和５５年２月２日付け事務連絡による一部廃止後のも

の。以下「昭和５１年事務連絡」という。）の記２の参考１の注２

で準用する第５５６号通達の記２の⑵）。） 

Ｄ：３０．４ 

ウ 上記イの算式を本件に適用すると、以下のとおりである。 

(ｱ) Ａ（最新の賃金構造調査（全国計）における決まって支給する現金給

与額）について 

「最新の賃金構造調査」とは、算定事由発生日において刊行されてい

た最新の当該調査をいうとされている（昭和５３年２月２日付け労働省

労働基準局賃金福祉部企画課長事務連絡「業務上疾病にかかった労働者

に係る平均賃金の算定に関する留意事項について」の記第１の１０）か

ら、算定事由発生日が平成２６年５月３０日である本件では、平成２５

年賃金構造調査が「最新の賃金構造調査」に該当することになる。平成

２５年賃金構造調査（全国計）の結果によると、承継前審査請求人が該

当する区分（「産業：製造業、生産労働者（男）、学歴計・年齢：～１

９歳、企業規模：１０～９９人」）の「決まって支給する現金給与額」

は、１９万０，３００円である（同年賃金構造調査・第１表）。 

したがって、Ａは、１９万０，３００円となる。 

(ｲ) Ｂ（都道府県別賃金格差率）について 

「都道府県別賃金格差」を考慮するためには、上記イのとおり、都道

府県別データを全国データで除して都道府県別賃金格差率（Ｂ）を計算

することになるが、平成２５年賃金構造調査の結果には、Ｆ県に係る都

道府県別データの承継前審査請求人が該当する区分に「決まって支給す

る現金給与額」のデータが掲載されていない（同年賃金構造調査・都道

府県別第１表）。この場合には、当該年に近い当該データのある年の賃

金構造調査の結果を用いることになっている（前掲『平均賃金の解説』

１４６頁の備考（＊７）参照）から、Ｆ県に係る上記データが掲載され

ている平成２２年賃金構造調査の結果まで遡る（平成２４年から平成２

２年までの各賃金構造調査・都道府県別第１表参照）と、当該データは

１７万５，５００円であり(平成２２年賃金構造調査・都道府県別第１
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表)、全国データは１８万３，０００円である（同年賃金構造調査・第

１表）。 

したがって、Ｂは、０．９６（＝１７万５，５００円÷１８万３，

３００円）となる（昭和５１年事務連絡の記２の参考１の注１により、

１００分の１未満の端数は、四捨五入する。）。 

(ｳ) Ｃ（賃金変動率）について 

「賃金水準の変動」を考慮するためには、上記イのとおり、「算定事

由発生日が属する月の前々月の定期給与月額」を「最新の賃金構造調査

の調査対象年月が属する四半期の１か月平均定期給付月額」で除して賃

金変動率（Ｃ）を計算することになるが、本件では、算定事由発生日は、

平成２６年５月３０日であるから、算定事由発生日が属する月の前々月

である同年３月の承継前審査請求人が該当する上記区分の現金給与額は、

３４万５，５２６円（毎勤調査・全国調査産業別常用労働者１人平均現

金給与額（平成２６年１月～４月））である。そして、「最新の賃金構

造調査」は、上記(ｱ)のとおり、平成２５年賃金構造調査であり、その

調査対象年月は、平成２５年６月である（賃金構造調査の調査対象年月

は、毎年６月とされている（賃金構造基本統計調査規則（昭和３９年労

働省令第８号）６条）。）から、平成２５年賃金構造調査の調査対象年

月（６月）が属する四半期である同年４月から６月までの間の承継前審

査請求人が該当する区分（生産用機械器具製造業に係る「就業形態計、

事業所規模５人以上、きまって支給する給与」）の１か月平均現金給与

額は、３３万６，５７５円である（毎勤調査・全国調査産業別常用労働

者１人平均現金給与額（平成２５年４月～６月））。 

したがって、Ｃは、１．０２（＝３４万５，５２６円÷３３万６，

５７５円）となる（昭和５１年事務連絡の記２の参考１の注２で準用す

る第５５６号通達の記２の運用に関する昭和５１年事務連絡の記１の⑴

により、１００分の１未満の端数は、切り捨てる。）。 

(ｴ) 平均賃金の額について 

上記(ｱ)から(ｳ)までによると、承継前審査請求人の平均賃金の額は、

６，１３０円（＝１９万０，３００円×０．９６×１．０２÷３０．

４）となる（昭和５１年事務連絡の記２の参考１の注３により、円位未

満は、四捨五入する。）。 

そうすると、処分庁が承継前審査請求人の平均賃金の額を６，１３０
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円と決定したことは、適正である。 

なお、審査請求人は、上記の平均賃金の額は不当に低すぎ、この金額

を基に休業補償給付を受けても、給付額が不当に低く、生活に困窮する

と主張する（上記第１の３）。しかし、第１９３号通達の定める平均賃

金の算定方法は、労働者が最終事業場を離職した日以前３か月間の賃金

額が明らかでない場合について、労働者の通常の生活賃金のありのまま

を算定するという労働基準法１２条の基本原則に基づき、可能な限り労

働者個人に着目して平均賃金を算定しようとするものであって、(ｱ)の

方法から(ｵ)の方法まで順次適用を繰り下げることにより、労働者個人

に着目した性質が次第に薄まる内容のものとなっているから、その算定

方法に不合理な点があるとは認められない。したがって、審査請求人の

上記主張は、採用することができない。 

⑸ 上記⑵から⑷までで検討したところによれば、本件決定処分に違法又は

不当な点は認められない。 

３ まとめ 

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問に

係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 

委   員   原           優 

委   員   野   口   貴 公 美 

委   員   村   田   珠   美 
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